
『横瀬町の財務状況把握結果の概要』
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横瀬町の財務状況把握結果

○平成25年度以降、債務償還能力及び資金繰り状況は留意すべき状況にはない。

◆平成24年度を診断年度とした前回の財務状況把握の結果（振り返り）
債務償還能力及び資金繰り状況ともに留意すべき状況にはなかった。
ただし、行政経常収支率は10％を下回り、経常的な資金繰りの余裕度は低下していた。

地方交付税の収入は類似団体平均の5割程度に止まっている。

◎類似団体平均と比べ地方交付税が大きく下回り、法人住民税や
固定資産税（家屋）も同平均と比べ下回っており、収入全体の規模
は類似団体平均の7割程度。

平成26年度～令和元年度の間、行政経常収支率は10％を下回り、経常的な資金繰りの余裕度はやや低い状況。

一方、資金繰り余力としての積立金等残高の水準は高い状態で推移。

【主要分析指標】

経常的な資金繰りの状況（行政経常収支の状況）

（歳入面）

平地が少なく宅地に適した土地が少ないことや放置された空き家の利活用が進んでいないこ

となどを背景にもち、古い集合住宅多く、新築件数が少ないことが固定資産税（家屋）の収入に
影響を与えている。

令和2年度～令和3年度に行政経常収支率が改善しているものの、コロナ禍の臨時的な交付金等一時的な収入増による。

⇒ 高い水準の積立金等残高が貴町の資金繰りを支えている。

主要企業であるセメント関連企業が景気変動の影響を受けやすく、また、主要企業以外の事

業者が撤退するなど事業所数が減少しており、こうした状況が法人住民税の収入に影響を与え
ている。
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横瀬町の財務状況把握結果
（歳出面）

繰出金は、特定環境保全公共下水道事業及び介護保険特別会計への支出が大きい。
特定環境保全公共下水道事業は、中山間地域の生活環境の改善等を目的している
ことや現在処理区域内人口からみると採算性の確保が難しい。また、高齢化の進展や
介護保険料軽減繰出金の制度変更もあり介護保険特別会計への繰出金が増加。

◎令和2年度及び令和3年度の収支の改
善は臨時的な国庫支出金や地方交付税
等の一時的な収入増による。

扶助費（児童福祉費）は、管外保育所運営費委託料の影響により類似団体平均を上

回っている。町民の多様なニーズに対応するために保育所の選択肢が町内外に及んでい
ることで支出が大きくなっている。
しかし、こうした子育てし易い環境の整備が高い合計特殊出生率に寄与し、共働き世帯

の増加による個人住民税の獲得に寄与しているとの見方もできる。

令和2年度、令和3年度の行政経常収支率が大きく改善。

◎類似団体平均の7割の収入規模に対し、扶助費（児童福祉費）、繰出金（建設費以外）、補助費
（一部事務組合）への支出割合が類似団体平均と比べ大きく、やや低い行政経常収支率に繋がっ
ている。

補助費（一部事務組合）は、秩父広域市町村圏組合向けが大半を占める。同組合が
管轄する広範な地域に対応するため、経常的な経費が大きくなっている。

コロナ前の令和元年度と収支状況を比較すると、国庫
支出金や地方交付税による収入増の影響が大きく、コ
ロナ禍における臨時的な交付金等の収入による一時的
な収支改善となる可能性に留意。

（令和2年度、令和3年度の収支の改善）
【令和元年度と令和2年度及び令和3年度の収支状況の比較】 単位：千円
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横瀬町の財務状況把握結果
貴町の強み

◎将来の投資的経費に備え、基金への積立を行ってきたことで積立金等残高の水準は高く、資金
繰りの支えになっている。

小学校建設等の投資的経費に備え財政調整基金を10億円
程度確保する方針。

(月)(千円)

投資的経費への一般財源からの捻出を抑えるべく、起債を有

効活用。公共施設等適正管理推進事業債など交付税措置のあ
る地方債を発行することで普通交付税を獲得しているほか、令
和2年度、令和3年度の新型コロナウイルス関連の臨時交付金
等の交付で一般財源の支出を抑えられたことで積立原資が確
保でき、高い積立金等残高の水準を維持している。

◎個人住民税、固定資産税（土地・償却）は、類似団体平均を上
回り収入の支えとなっている。

主要企業であるセメント関連企業が所在することで大規模な設備投資も生じており、
固定資産税（償却）の収入に寄与している。

鉄道網が整備されていることは大きな強みとなり、都心からのアクセスが良好であるう
え、良好な住環境も併せ持っていることが固定資産税（土地）の収入に寄与している。

納税義務者数が安定的に推移しており、給与所得に係る特別徴収対象者が増加傾向

にあることが特徴。雇用の場（セメント関連企業など）が確保されていることや前述のとおり、
子育てし易い環境の整備が高い合計特殊出生率に寄与し、共働き世帯の増加による個人
住民税の獲得に寄与しているとの見方もできる。
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横瀬町の財務状況把握結果

○今後の見通し

行政経常収支率は低下

債務償還可能年数は長期化

積立金等月収倍率は低下

労働人口の減少や法人事業所の撤退・縮小等により地方税は減少する見込みのほか、令和3年度に臨時的な
交付により増加した国庫支出金も今後の見通しには計上していないため、行政経常収入は減少する見込み。

人件費の増加や委託料の増加による物件費の増加を見込むほか、補助費等は一部事務組合向けや交通施策
に対する補助金の増加を見込む。一方で、臨時的な給付金の影響により増加した扶助費は大幅に減少する見込
みであり、行政経常支出は減少する見込み。

行政経常収入、行政経常支出ともに減少する見込みであるものの、行政経常収入の減少幅が大きく、行政経常

収支は減少し、行政経常収支率は低下する見込み。

横瀬小学校校舎整備事業の終了により起債額が償還額未満となる見込みであり、地方債現在高は減少する見
込み。
公債費や公共施設整備の財源として一般財源を充当し、これによる収支不足を補うために財政調整基金を取り
崩す見込みであり、積立金等残高は減少する見込み。

地方債現在高、積立金等残高ともに減少する見込みであるが、積立金等残高の減少が地方債現在高の減少を
上回り、実質債務は増加する見込みである。また、上述の行政経常収支の減少と相まって債務償還可能年数は
長期化する見込み。

上述のとおり積立金等残高は減少する見込みであることから、積立金等月収倍率は低下する見込み。



水道事業の広域化により、上水道への繰出金が増加している。広域化に伴う施設整備等への資本
的支出に加え、水道料金の値上げに対する補助金の支出が今後も続く見込みであり、財源確保へ
の取組が求められる。

横瀬小学校校舎整備事業に伴い増加した地方債の償還が令和6年度以降開始となる。償還財源と
して積立金の取り崩しを見込んでおり、今後、積立金の減少による資金繰り状況に留意が必要。
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〇まとめ
・ 現状、債務償還能力・資金繰り状況は留意すべき状況にはない。
・ 行政経常収支率はやや低く、収入規模が類似団体平均の7割程度
にある中、扶助費（児童福祉費）、繰出金（建設費以外）、補助費（一
部事務組合）の支出が収支を押し下げている。
・ 令和2年度、令和3年度の収支の改善はコロナ禍の臨時的な収入増
による一時的なものとなる恐れがある。

・ 将来の投資的経費に備え積立金等を確保してきたことにより、積立
金等残高は高い水準を維持し、これが貴町の資金繰りを支えている。

・ また、子育てし易い環境の整備等が個人住民税の獲得に寄与してい
るという見方もできる。

・ 今後の見通しは、行政経常収支率や積立金等月収倍率が低下し、
債務償還可能年数は長期化する見込み。

横瀬町の財務状況把握結果


